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番号 制度名

総務01 地域データセンター整備促進税制の創設

総務02 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 総務省
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － 57.85% － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 20 － － － ▲557.0 － － － － － － － － 57.75% － － －

H31 20 － － － ▲572.0 － － － － － － － 57.55% 57.50% － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 56.85% － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「「1都3県のデータセンターのサーバールーム面積」の「全国のデータセン
ターのサーバールーム面積」における比率（平成28年時点で57.85％）を
平成38年までの10年間で1％下げる」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 固定資産税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29総務01） （評価実施府省：総務省）

   地域データセンター整備促進税制の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

   東京圏以外に整備するもので、設置地域近傍からの利用又は東京圏のデータセンターのバックアップを主たる目的とする地域のデータセンターの整備事業に関する実施計画の認定を受けた電気通信事業者が、当
該実施計画に従って取得した電気通信設備に対して、取得価額の30％の特別償却を認める。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   IoT 時代の到来により地域において生み出されるデータの急増が見込まれる中、情報流通の要となるデータセンター関連設備の地域への整備を促進。これにより地域経済を活性化するとともに、東京圏に集中しがちなトラヒックを分散して国土強
靭化を実現する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象
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30  
30 557  
31 572  

 
UPS

 
 30 7,998 20  
 31 8,221 20  
 30  
 23.2  
30 557  
31 572  

 
2017 ( )

 
 

5 1/2 
0  

31 47  
134  

 
5  

 30 4,782 20  
 31 4,905 20  
 4,843 30 31  
 0.369 
 0.1845 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 27.3  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  

67.5  
 

2017 ( )
 

 
UPS 6  

 30 445 20  
 31 445 20  
 445 30 31  
 0.319 
 0.1595 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 2.6  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  
7.0  

 
2017 ( )

 
 

9  
 30 2,099 20  
 31 2,226 20  
 2,162 30 31  
 0.226 
 0.113 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 13.0  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  
42.9  

 
2017 ( )
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15  

 30 672 20  
 31 644 20  
 658 30 31  
 0.142 
 0.071 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 4.4  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  
16.1  

 
2017 ( )

 
 

 
31  

( 31 ) ( 31 ) 
( 31 ) ( 31 ) 
47  

 
( ) ( ) ( ) 

( ) 
134  

 

【H29 総務01】
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － ー ー － － － ー ー － － －

H30 1 － － － － － － － ▲146.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H31 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H32 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H33 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H34 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －
H35～
／未定 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 － － － － 2 － － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

減収額
（法人事業税・百万円）

目標②「平成47年度までの各事業年度において、海外市場参
入促進（平均2社／件以上）を確実に達成することにより、地
域経済の好循環を図る」

目標値
（社） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査
における租税特
別措置ごとの影
響額（法人事
業税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「平成47年度までの各事業年度において、民間資金誘
導効果2.0倍以上を確実に達成することにより、地域経済の好
循環を図る」

目標値
（倍）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構について、平成30年4月1日から平成48年3月31日（株式会社海外通信・放送・郵便  事業支援機構法で定める保有する全ての株式等及び債権の譲渡その
他の処分を行うように努めなければならない期限）までの間に開始する各事業年度の事業税に限り、法人事業税の資本割に係る課税標準額を、銀行法施行令で定める銀行の最低資本金の額（20億円）とみな
す特例措置の新設を要望するもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   機構を活用し、我が国の事業者に蓄積された知識、技術及び経験を活用して海外において通信・放送・郵便事業を行う者等に対し資金供給その他の支援を行うことにより、我が国及び海外における通信・放送・郵便事業に共通する需要の拡
大を通じ、当該需要に応ずる我が国の事業者の収益性の向上等を図り、もって我が国経済の持続的な成長に寄与する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29総務02） （評価実施府省：総務省）

   株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －
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